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土地開発公社の解散により取得した土地の平成28年度の処分状況や、公社解散のため借り

入れた「第三セクター等改革推進債（三セク債）」の状況などについてお知らせします。

■問い合わせ＝本庁財産運用課販売推進係（内線127）

28年度の処分、予算の執行状況

住宅用分譲地は目標20件に対して31件（１億9,601万

円）、分譲地以外では１件（655万円）を売却しました。

土地は、活用する方針のものと売却処分する方針の

ものがあります。売却処分する方針の土地は、残りが

262筆、14万1,543釈です。

旧公社土地に関連する歳入は、売却収入、貸付収入、

減債基金利子の合計で２億1,940万円となりました。歳

出のうち、測量などの販売に掛かる経費や除草などの

維持管理経費、土地売却代金の減債基金への繰り出し

の合計は２億1,193万円となりました。

三セク債、減債基金の状況

売却収入を積み立てた結果、減債基金の残高は７億

322万円となりました。三セク債は、約定に基づき元金

と利子の合計４億4,978万円を返済しました。なお、26

年度には、減債基金を取り崩して10億円を繰り上げて

返済しています。これらにより、28年度末の借入残高は、

57億1,150万円です。

旧土地開発公社土地の処分活用状況

8,510維持管理費、広告料など

歳

出

203,417減債基金積立金

449,783三セク債償還

661,710合 計

■三セク債借入残高（28年度末） （単位：千円）
残高償還済額当初起債額区分

5,711,5002,948,5008,660,000元金

■旧土地開発公社土地に関連する28年度予算執行状況

執行額（千円）項 目

15,982土地貸付収入

歳

入

196,010分譲地
土地売却収入

6,547その他土地

860減債基金利子

219,399合 計

■三セク債減債基金の積み立て状況（28年度末）

残高（千円）区 分

499,80127年度末残高

202,557土地売却代金による28年度積立額

860積み立てた基金による利子額

703,218合 計

平成 30年４平成 30年４月月からから住所の表示住所の表示がが変更変更にに

束稲山麓地域の世界農業遺産認定に向け

た取り組みや地域の活動などを紹介します。

【写真コンクール開催中】

束稲山麓地域（前沢区生母地区、一関市

舞川地区、平泉町長島地区）の農作業風景、

棚田や遊水地の風景、伝統行事、地域活動

など地域の魅力が伝わる写真を募集してい

ます。

入賞作品は、世界農業遺産認定に向けた

ＰＲパンフレットなどに活用する予定です。

詳しくは、市ホームページに掲載する開

催要項を確認してください。

【ＰＲ協力施設・店舗募集中】

世界農業遺産認定に向けたＰＲポスター

を掲示する施設・店舗を募集します。問い

合わせ先に連絡してください。 ３市町と振興局が取り組みを後押し

一関・奥州・平泉
３市町合同企画 束稲山麓地域の世界農業遺産認定に向けて vol.１ ■問い合わせ＝本庁農地林務課

農村保全推進室（内線372）

地域自治区の設置期間満了に伴い、市内の住所の表示が変更になります。現住所から「区」

を削除した表記が新たな住所表示となります。また、新たな住所表示による「水沢工業団地」

での「水沢」表記の重複を避けるため、同字名を「工業団地」に変更します。

■問い合わせ＝本庁政策企画課企画推進係（内線415）

４月１日からの表示３月31日までの表示

奥州市水沢○○奥州市水沢区○○

奥州市江刺○○奥州市江刺区○○

奥州市前沢○○奥州市前沢区○○

奥州市胆沢○○奥州市胆沢区○○

奥州市衣川○○奥州市衣川区○○

■30年４月１日からの住所表示の例

４月１日からの表示３月31日までの表示

奥州市水沢工業団地奥州市水沢区水沢工業団地

■30年４月１日から字名が変更となる住所

※水沢工業団地一丁目～四丁目も同様

住所の表示変更に伴う手続きの有無などについては、

次号以降にお知らせします

13広報おうしゅう

今
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は
、
Ｉ
Ｌ
Ｃ
計
画
に
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す
る
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新
の
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勢
、
Ｉ
Ｌ
Ｃ
実
現

に
向
け
た
国
へ
の
要
望
活
動
の
様
子
に
つ
い
て
ご
紹
介
し
ま
す
。

第

回
44

ジ
ェ
ク
ト
で
二
の
足
を
踏
ん
で
い

た
が
、
大
幅
に
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
の

方
向
が
見
え
て
き
た
こ
と
は
大
き

い
」
と
評
価
を
い
た
だ
き
、
林
幹

事
長
代
理
か
ら
は
「
実
現
に
向
け

て
協
力
し
た
い
」
と
話
が
あ
り
ま

し
た
。

○
岩
手
県
市
長
会

６
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６
日
、
県
内

市
の
市
長
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が
水
落
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に
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を
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ま
し
た
。

小
沢
昌
記
奥
州
市
長
は
「
Ｉ
Ｌ

Ｃ
か
ら
生
ま
れ
る
技
術
は
、
医
療

な
ど
の
さ
ま
ざ
ま
な
分
野
に
波
及

効
果
を
も
た
ら
す
こ
と
が
期
待
さ

れ
て
い
る
。
国
家
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

と
し
て
前
進
さ
せ
て
ほ
し
い
」
と

協
力
を
求
め
ま
し
た
。

○
東
北
市
長
会

６
月
６
日
、
会
長
の
奥
山
恵
美

林幹事長代理（左から４番目）に要望林幹事長代理（左から４番目）に要望書書
を手渡す里見共同代表（右から３番目を手渡す里見共同代表（右から３番目））

子
仙
台
市
長
や
田
村
正
彦
八
幡
平

市
長
な
ど
が
、
松
野
博
一
文
部
科

学
大
臣
に
Ｉ
Ｌ
Ｃ
誘
致
実
現
の
要

望
書
を
手
渡
し
ま
し
た
。

○
岩
手
県

６
月

日
、
達
増
拓
也
県
知
事
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が
、
復
興
庁
、
国
土
交
通
省
、
自

民
党
本
部
な
ど
を
訪
問
し
、
Ｉ
Ｌ

Ｃ
実
現
を
要
望
し
ま
し
た
。県市長会では、水落副大臣（左から６県市長会では、水落副大臣（左から６番番

目）に要望書を手渡し目）に要望書を手渡したた

本
コ
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ナ
ー
で
は
、
Ｉ
Ｌ
Ｃ
計
画
に
つ
い
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皆
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か
ら
の
質
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に
お
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え
し
ま
す
。
電
子
メ
ー
ル
、
フ
ァ
ク
ス
で
お
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に
ご
質
問
く
だ
さ
い
。
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Ｌ
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４
１
５
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５
３
３
、
死ilc@city.oshu.iwate.jp

）

⛝
⛠
⛗
ᦚ
ጔ
✳
᳛
✡
❓
ຉ


✶
శ
ݮ

昨
年

月
に
開
催
さ
れ
た
Ｉ
Ｌ

12

Ｃ
に
関
す
る
国
際
会
議
Ｌ
Ｃ
Ｗ
Ｓ

（
リ
ニ
ア
コ
ラ
イ
ダ
ー
ワ
ー
ク

シ
ョ
ッ
プ
）
に
お
い
て
、
Ｉ
Ｌ
Ｃ

の
ト
ン
ネ
ル
を
約

熟
の
長
さ
で
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建
設
し
段
階
的
に
大
き
く
し
て
い

く
と
い
う
考
え（
ス
テ
ー
ジ
ン
グ
）

が
示
さ
れ
ま
し
た
。
初
期
建
設
コ

ス
ト
の
削
減
に
効
果
が
あ
り
、
Ｉ

Ｌ
Ｃ
計
画
の
実
現
可
能
性
は
格
段

に
高
ま
っ
て
い
ま
す
。

８
月
ご
ろ
に
は
こ
の
考
え
に
基

づ
く
最
新
の
設
計
書
が
研
究
者
の

国
際
会
合
で
決
定
さ
れ
る
見
込
み

で
す
。
国
は
、
平
成

年
末
か
ら

29

年
に
か
け
て
、
Ｉ
Ｌ
Ｃ
誘
致
に

30関
す
る
最
終
判
断
を
す
る
と
見
込

ま
れ
て
お
り
、
国
や
国
際
的
な
研

究
者
間
の
議
論
も
大
詰
め
の
段
階

を
迎
え
て
い
ま
す
。
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Ｉ
Ｌ
Ｃ
計
画
の
実
現
に
向
け
て
、

東
北
の
関
係
団
体
は
、
国
な
ど
へ

の
要
望
活
動
を
積
極
的
に
展
開
し

て
い
ま
す
。
以
下
に
各
団
体
の
活

動
を
紹
介
し
ま
す
。

○
東
北
Ｉ
Ｌ
Ｃ
推
進
協
議
会

５
月
８
日
、
Ｉ
Ｌ
Ｃ
計
画
実
現

に
必
要
な
各
国
の
資
金
分
担
な
ど

国
際
調
整
を
進
め
る
よ
う
、
萩
生

は
ぎ

う

田
光
一
内
閣
官
房
副
長
官
、
田
野

だ瀬
太
道
文
部
科
学
大
臣
政
務
官
、

林
幹
雄
自
民
党
幹
事
長
代
理
な

ど
に
要
望
書
を
手
渡
し
ま
し
た
。

共
同
代
表
の
里
見
進
東
北
大
総

長
、
高
橋
宏
明
東
北
経
済
連
合
会

名
誉
会
長
、
東
北
Ｉ
Ｌ
Ｃ
準
備
室

長
の
鈴
木
厚
人
県
立
大
学
長
、
山

下
了
東
京
大
学
特
任
教
授
、
国
会

議
員
連
盟
副
会
長
の
鈴
木
俊
一
衆

議
院
議
員
な
ど
が
訪
問
し
、
東
北

Ｉ
Ｌ
Ｃ
準
備
室
の
取
り
組
み
状
況

（
地
質
調
査
、
ま
ち
づ
く
り
な

ど
）
や
ス
テ
ー
ジ
ン
グ
に
よ
る
40

諸
近
い
コ
ス
ト
削
減
方
策
、
Ｉ
Ｌ

Ｃ
が
建
設
さ
れ
れ
ば
、
日
本
が
素

粒
子
物
理
学
の
分
野
で
世
界
の
中

心
に
な
る
こ
と
な
ど
を
説
明
し
ま

し
た
。

田
野
瀬
政
務
官
か
ら
は
、「
こ

れ
ま
で
１
兆
円
を
超
え
る
プ
ロ

東北ＩＬＣ推進協議会
要望書（要旨）

１ ＩＬＣ実現に向けた政産官学お

よび地域社会でのさまざまな取り

組みを海外政府に情報発信するこ

と。これらを通じて、誘致の条件

とされる海外からの資金分担と研

究参加に関する国際調整を速やか

に進めること

２ ＩＬＣを学術のみならず、世界

の知の集積の場「国際科学技術イ

ノベーション拠点」の形成、民間の

活力を伸ばす成長戦略、そして地

方創生の観点からの可能性を検討

すること

３ ＩＬＣの中心技術でもある「超

伝導加速器技術」の高度化に向け

て、日米共同を中心とした国際技

術開発を進めること

４ ＩＬＣの国内誘致の方針を早期

に決定いただき、国内実現へ具体

的プロセスを実施すること




